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 第１ 計画の基本的事項                        

 

１ 計画策定の趣旨   

本町では、滝上町総合計画〔計画期間：令和元年～令和 10 年度〕に基づ

き、地域生活の支援体制の充実など、「希望するすべての障がい者が安心し

て地域で暮らせる社会づくり」の実現を目指し、各般の障がい者施策の推進

を図ってきました。 

平成 24 年６月に障害者自立支援法は「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律」（以下「障害者総合支援法」という。）に改

正され、これまで障がいの種別毎に異なっていたサービス体系は、種別に関

わらず一元的に提供される仕組みに改められました。 

また、平成 28 年５月に障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正が行

われ、障がい児への多様化するニーズに対応するための支援の拡充が図られ

ました。 

また、障害者総合支援法では、障害福祉サービスの提供体制の確保その他

障害者総合支 援法に基づく業務について、円滑な実施を行うために「障が

い福祉計画」を策定するよう定めています。本町では、国が定める基本指針

等に即して平成 18 年度から３年間を周期に「滝上町障がい福祉計画」（以

下「計画」という。）を策定し、計画の推進を図ってきました。 

第６期障がい福祉計画では、前計画の実施状況や今後のサービス提供体制

を踏まえ、令和３年度から令和５年度までの３年間の障がい福祉サービスや

地域生活支援事業等についての数値目標や見込量を設定し、本町における障

がい福祉施策の充実を図ります。 

なお、児童福祉法において、策定するものと定められている「障害児福祉

計画」については、同法第 33 条の 20 第６項の規定により、市町村障害者福

祉計画と一体のものとして作成することができるとされていることから、本

計画において障害児福祉計画の内容を包含し一体的に作成します。 



 

２ 計画の目的と基本理念  

(1) 計画の目的 

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営むためには、制度の趣旨 

を常に念頭におき各関係機関と連携を図りながら、必要な支援が受けられ 

るようサービス基盤の整備をしていく必要があります。 

この計画は、こうした視点に立ち、障がい者を主体とした支援体制づく 

りを進め、本人が希望する暮らしの実現や、本人の意欲や能力に応じた地 

域活動が保障される社会づくりを推進することを目的としています。 

 

(2) 計画の基本理念 

障害者総合支援法では基本理念を「障がいの有無によって分け隔てられ 

ることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現す 

るために必要な支援を、総合的かつ計画的に行う」としています。障害者 

総合支援法の基本理念に基づくとともに、滝上町総合計画において掲げて 

いる「障がい者が自立し安心して生きがいのある生活ができている」とい 

う目指すべき将来像を踏まえ、本計画の基本理念を次のとおりとします。 

 

 

 

 

３ 計画の位置づけと法的根拠  

(1) 計画の位置付け  

この計画は、障害者総合支援法に基づく市町村障害福祉計画及び児童福 

祉法に基づく市町村障害児福祉計画として滝上町が作成するものです。ま 

た、北海道の策定する北海道障がい者基本計画をはじめとする他の計画等 

との整合性を図り策定します。 

基本理念 

「希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会の実現」 



 

 (2) 計画の期間 

この計画は、計画期間を令和３年度から令和５年度までの３年間（第６ 

期計画）とします。 

 

(3) 計画の法的根拠 

この計画は、次の法令等を根拠、参考として作成しています。 

① 障害者総合支援法（第 88条第 1項） 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保そ 

の他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるもの 

とする。 
 

② 児童福祉法（第 33条の 20第１項） 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の 

提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な 

実施に関する計画を定めるものとする。 
 

③ 障害福祉計画関連の告示・通達 

・「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保す 

るための基本的な指針」〔平成 18 年厚生労働省告示第 395 号〕 

・「地域生活支援事業に係る障害福祉計画の作成について」 

〔平成 21 年厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援 

振興室長通知障企自第 0108001 号〕 

 

 

 

 

 



 

４ 計画策定体制と経緯等  

この計画の策定にあたっては、北海道が策定した「障害福祉計画策定指針」

（以下「策定指針」という。）や、今年度実施した調査・検討に基づき滝上

町保健福祉課において素案を作成し、滝上町地域自立支援協議会に示した上

で審議及び意見を求め、策定しました。 

滝上町自立支援協議会の委員は、障がい福祉関係機関や障害者家族会等の 

関係団体並びに障害者等の福祉・医療・教育・雇用についての職務従事者等

で構成されており、様々な見地からご意見を反映できるよう努めました。 

 

５ 計画の推進管理  

計画策定後においては、計画に則した施策の展開が円滑に行われるよう、

計画の進行を管理する部門を明確するとともに、事後の検証を行える体制を

整える必要があります。 

本計画の進捗管理は保健福祉課が中心となって行い、計画の進捗状況やその

評価について滝上町地域自立支援協議会に報告し、その結果として必要な場

合は計画の見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 第２ 障がい者及びサービス提供体制の現状              

 

１ 障がい者（児）の現状  

(1) 身体障がい 

北海道における身体障害者手帳交付者数は 298,536 人（平成 30 年度末現在）

となっています。また、滝上町に住所を有し、身体障害者手帳の交付を受け

ている方は 231 人となっており、なかでも 18 歳以上が 230 人で全体の

99.57％を占めています。 
 

(2) 知的障がい 

北海道における療育手帳の交付者数は 63,048 人（平成 30 年度末現在）とな

っています。また、滝上町に住所を有し、療育手帳の交付を受けている方は

18 人となっており、なかでも 18 歳以上が 16 人と手帳交付者全体の 88.89％

を占めています。 
 

(3) 精神障がい 

精神保健福祉手帳交付者数は、平和 30 年度末現在で、52,425 人となってい

ます。また、滝上町に住所を有し、精神保健福祉手帳の交付を受けている方

は 11 人、自立支援医療受給者は 26 人となっています。 
 

(4) 発達障がい 

発達障がいとは、発達障害者支援法により、「自閉症、アスペルガー症候群

その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類す

る脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとし

て政令で定めるもの」と定義されており、障害者総合支援法では精神障害者

に含まれるものとして規定されています。 

発達障がいは、障がいごとの特徴がそれぞれ少しずつ重なり合っている 

場合が多く、年齢や環境により症状が違ってくるため、診断が難しく、発 



 

達障がい者の正確な人数は把握できていないのが現状です。 

 

(5) 難病等 

難病とは、原因不明で、治療が極めて困難で、希少であり、後遺症を残すお

それが少なくないことや、経過も慢性にわたり、生活面に長期に支障をきた

す疾病です。 

平成23年８月に改正された障害者基本法において「障害者」の定義に含まれ、

平成25年４月の障害者総合支援法の施行により、「障害者」の定義に難病等

（治療方法が確立していない疾病その他の疾病であって政令に定めるものに

よる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であるもの）と明記されており、

難病等である人も障がい福祉サービスを利用することができます。 

また、対象となる疾病については、令和元年４月には359疾病に拡大されてい

ます。 
 

(6) 高次脳機能障がい 

高次脳機能障がいとは、脳卒中などの病気や交通事故、頭部への怪我などに

より、脳を損傷した後遺症としてみられる障がいです。脳損傷による認知機

能障がい（記憶障がいや注意障がい、遂行機能障がい、社会的行動障がいな

ど）を主な症状として、日常生活や社会生活に制約が出ている障がいをさし、

「器質性精神障害」として精神障害者保健福祉手帳や自立支援医療（精神通

院医療）の申請対象とされています。 

また、手帳の有無に関わらず、障害者総合支援法に基づくサービスの給付対

象になることが可能です。高次脳機能障がいは、身体障がいが見られず、外

見上は障がいが目立たないことから「見えにくい障がい」と呼ばれ、障がい

に関する住民の理解が得られていない実態があり、高次脳機能障がい者の正

確な人数を把握できていないのが現状です。 

 



 

２ サービス提供体制の現状 

(1) 障がい福祉サービスの支給利用状況（令和２年３月時点） 

滝上町における障害福祉サービス利用者は 41 人となっており、うち入所施

設利用者が 16 人となっています。 

サービスの提供状況（令和元年度末実績） 

区分 サービス種別 単位 
計画値 計画対 

実績比率 実績値 

訪問系 
居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援

護・重度障害者等包括支援 
時間 

３６ 
３6％ 

％ 

１3 

 

居住系 

共同生活援助 人 
１１ 

１０９％ 

１２ 

施設入所支援 人 
１４ 

１１４％ 

１６ 

日中 

活動系 

生活介護 人日 
４８８ 

８８％ 

４３４ 

自立訓練（機能訓練） 人日 
－ 

－ 

－ 

自立訓練（生活訓練） 人日 
－ 

－ 

－ 

就労移行支援 人日 
23 

０％ 

0 

就労継続支援（A 型） 人日 
23 

８６％ 

20 

就労継続支援（B 型） 人日 
１１５ 

９７％ 

１１２ 

療養介護 人 
２ 

１００％ 

２ 

短期入所 人日 
１２３ 

５６％ 

６９ 

児童発達支援 人日 
２５ 

１２％ 

3 

放課後等デイサービス 人日 
５ 

８０％ 

４ 



 

(2) 地域生活移行状況 

障害者総合支援法が施行されてから、本町が援護する障がい者で令和２年３

月末までの地域生活移行者数は、2 名となっています。障がい者の希望する

地域生活を実現するために、地域生活への移行を支援する体制づくりを進め

ていきます。 
 

(3) 入所施設の利用状況 

近年の施設入所者数は、ほぼ横ばいに推移しており、令和２年３月現在で

16 名となっています。そのうち、4 名が町内の障害者支援施設「滝上リハビ

リセンター」に入所されています。なお、道内における入所施設は、令和２

年４月現在、201 施設となっています。また、施設入所者数は令和２年３月

で 9,375 人となっており、平成 29 年 3 月の入所者数と比較すると 488 人の

減となっています。 

 

(4) 居住支援の状況 

道内における令和２年３月現在の居宅介護の利用者は、12,353 人となって

おり、平成 29 年３月現在の利用者数と比較し、1,956 人増加しています。 

町内ではグループホーム及びケアホームが整備されていないことから、入所

施設や病院から地域生活へと移行を希望される方に対する居住支援におい

ては、近隣市町村はもとより、オホーツク圏域外の市町村における整備状況

などの情報を把握し、利用者が必要とする情報を提供できるよう努めなけれ

ばなりません。 
 

(5) 一般就労への移行状況 

令和元年度における道内の福祉施設から一般就労への移行者数は1,113人と

なっており、平成 17 年度実績（105 人）と比較し、10.6 倍の増加となって

います。また、障害者雇用促進法に規定する法定雇用率が適用される道内の

民間企業（3,735 社）の障がい者の実雇用率は 2.27％であり、全国平均

（2.11％）を上回っていますが、法定雇用率を達成している企業の割合は



 

50.4％（1.883 社）に留まっており、障がい者の雇用情勢は大変厳しい状況

にあります。なお、本町が援護する障がい者で、障害者総合支援法施行以降、

令和２年３月末までに福祉施設から一般就労への移行ケースはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 障がい者等の生活課題  

(1) アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり、町内の障がい者や障がい児の保護者、障がい者家族

会「明日を考える会」会員及び福祉事業参加者に対し、生活課題や施策ニー

ズに関するアンケート調査を実施しました。アンケート調査の結果は次のと

おりです。 

 

●アンケート調査の概要 

・対 象 者：サービスを利用する障がい者や障がい児の保護者、障がい者 

家族会会員 

・回答者数：10名（シート記入による回答、各設問複数回答可） 

・調査期間：令和２年９月～11月 

 

 

 

 

 



 

★ 設問１．暮らしについて 

あなた（又は、あなたの家族）が、これからも滝上町で暮らすとき、どんな

ことができると良いと思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 設問２．外出するときのことについて  

昼間、仕事や買い物などで外に出るときに、困っていることはなんですか？ 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

・困ったことを相談できるところが欲しい。…６名 

・希望するサービスを受けられるようにしたい。…３名 

・お金についての支援をしてほしい。…１名 

・周りの人に、もっと私（または私の家族）のことを理解して欲しい。 

…３名 

・もっと色んな人とお話がしたい。かかわりたい。…１名 

・その他（障がい福祉サービス事業所や、習い事ができる場所が増えれば 

良い）…１名 

・移動手段が使いにくい 

（好きな時にすぐに使えない、バスなどの乗り降りが辛いなど）…４名 

・サポートしてくれる人がいない。…１名 

・バス代などでお金がたくさんかかってしまう（送迎バスがあれば良い）

…３名 

・外で突然具合が悪くなるのが心配。…２名 

・周りの人の目が気になってしまう…１名 



 

★ 設問３．情報収集について 

あなた（又はあなたの家族）が障がいのサービスに関する情報を知りたいと

思った時、どうやって調べることが多いですか？また、どんなものから分か

るようになると良いと思いますか？ 

 

 

 

 

  

 

 

★ 設問４．障がいのあるお子さんへの支援について 

お子さんと滝上町で暮らす上で、して欲しいことや、出来たらいいのにと感

じる事は何ですか？ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・町の広報誌や回覧…４名  

・ホームページなどのインターネット…６名 

・家族や親戚、友人や近所の人・民生委員など…４名  

・病院の先生や施設職員…２名 

・相談支援事業所職員など専門家…６名  

・保健師や福祉係など役場職員…６名 

・学校進学により受ける支援の内容が変わらない。また、次の学校に進学す

ることを見越した支援をしてほしい。…４名 

・子どものことを町全体でもっと理解してほしい。地域交流を子どもにもっ

とさせてあげたい。…１名 

・子どもが大人になった時、町内で安定して働くことができる場所がほしい。 

…２名 

・町外の高校（紋別市以外）などに通うときの交通手段を確保してほしい。 

…３名 

・子どもが受けられる福祉サービスや年金、手帳の取得についての情報を詳 

しく教えてほしい。…１名 

・保護者同士でもっと悩みごとや困りごとを相談できるような機会がほしい。   

…３名 



 

★ 設問５．働くことについて 

あなた（またはあなたの家族）が働く上で（または働くとしたら）、どんな

環境だと安心して働けますか？ 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★ 設問６．権利について 

 あなたが、障がいについて差別や嫌な思いをしたことがありますか？ 
     

 

 

 

 

★設問７．その他伝えたいこと 

    

 

 

 

 

 

 

 

・正社員で働き毎日決まった時間と仕事内容をして、安定した給料が貰える   

…４名 

・体調や気分が良くないときに休めたり、働く時間を短くしたりすることが 

できる…２名 

・最初から働くのは心配なので、十分に仕事を教えてくれたり、まずはお試 

しで仕事ができたりする機会がほしい…３名 

・施設のようなところに住みながら、施設で行っている作業をやりたい 

…１名 

・交通費をあまりかけずに、町外の事業所や会社で働く…１名 

・自分に合った作業のやり方や苦手なことを相談できる人がいる職場…５名 

・その他（本人のやりたい仕事に就いて欲しい）…１名 

・学校や職場（状況：障がいのある子どもに対し、差別があった。）…２名 

・求職活動や採用試験の時…１名 

・自宅（自分のことについて家族が理解してくれない）…１名 

・障がい特性があることをもっと町民の方々に理解してもらい、受け入れて 

欲しい。 

・行政が積極的に障がい者雇用を行い、また、障がいについての情報を発信 

して欲しい。 

・（障がいのある家族について）家族による介護を受けながらの在宅生活か、 

施設入所どちらが本人にとって幸せなのか。 



 

 

【アンケート集計結果から見えるニーズや地域課題等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートの結果から、町内の障がい者やその家族が町内で暮らすうえで、

上記のようなニーズや課題等があることが見えてきました。 

 

 

 

 

 

外
出
時 

・移動手段が使いにくい 

・バス等の交通費が多くかかってしまう 
地域課題 

障
が
い
児
支
援 

 

・進学先でも変わらない支援や次の進学先を見据えた支援 

・町外の高校（紋別市以外）に通学時の交通手段の確保 

・保護者同士で悩みごとや困りごとを相談できる機会 
ニーズ 

暮
ら
し 

ニーズ 

・困りごとを相談できる場所があれば  

・希望するサービスが利用できれば良い 

・周囲の人に自分のことを理解してほしい 

情
報
収
集 

 

・行政職員や相談支援事業所職員などの専門家から 

・インターネットによる検索 
現 状 

就 
労 

・規則的な時間・内容の、安定した収入を得られ仕事 

・働く前に十分な指導を受けたり体験就労ができる機会 

・自分に合った作業を行いながら、困り事を相談できる職場 

 

 

ニーズ 



 

(2) 子育てミーティングにおいて、参加者から寄せられた声の紹介 

令和２年１１月８日に実施した子育てミーティング（令和２年度滝上町地域

で繋げる障がい者就労バトン事業 ペアレントミーティング事業）に参加した

障がい特性を持つ保護者の方に「滝上町で暮らすためにあったらいいサポー

トや、不安ごと」について伺いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢の保護者は親亡き後の子どもの衣食住に関することについて、まだ子ど

もが幼い保護者 は進学や他児童との交流について心配しているという声

が寄せられました。 

また、いずれの保護者層でも気軽に相談できる場についての要望がありまし

た。 

 

・子どもにあった進学や就職（ができるといい） 

・高校進学について不安に思う 

（普通高校への進学を希望しているが、進学後うまくやって 

いけるか心配。） 

・障がい者が仕事につける場や仕事中のサポート、生活する上での 

サポート（時間の管理、住居の片付け、金銭管理等）をして貰え 

たら良い。 

・悩みごとについていつでも相談できる場が欲しい。 

・親亡きあと、残された障がいのある子がどうなるか不安に思う。 

・親がいなくなった後、障がいのある子が大人になって安心して 

生活できるか不安。 

・放課後等デイサービスのような子ども同士交流してコミュニケーシ

ョン能力の向上が期待できたり、保護者が気軽に相談できたりするよ

うな場所が町内に欲しい。町内の子どもの数が少なく中学校まで同じ

友達と付き合い続けなければならず、子ども同士で一度こじれると修

復が難しくなってしまうのが悩み。 



 

 第３ 令和５年度の国の基本指針に沿った成果目標          

 

１ 成果目標の内容   

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針」において、国で示している成果目標を本計画で設定します。

それぞれの成果目標の概要は次のとおりです。 

① 施設入所者の地 

域生活への移行 

 障害者支援施設等に入所している方が意思決定支援を受けながら、一

般住宅等に居住する地域生活への移行を目指します。また、障がい者の

重度化・高齢化に対応した専門的ケアの実施体制や、障がいへの理解促

進するための地域交流機会の確保についても、求められています。 

② 精神障がいにも対応 

した地域包括ケア 

システムの構築 

 医療・障がい福祉・介護・住まい、社会参加（就労）・教育・地域の

助け合いが包括されたシステムを構築し、精神障がい者が地域の一員と

して安心して自分らしく暮らせる環境の整備について検討します。 

③ 地域生活支援拠点等 

が有する機能の充実 

 障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた居住支援のため

の機能を持つ場所や体制である、地域生活支援拠点等の在り方について

地域の状況を勘案した上で検討を行います。 

④ 福祉施設から 

一般就労への移行等 

 障がい者の意欲や能力（適性）に応じ、就労に必要な知識及び能力向

上のために必要な訓練を通じ、就労継続支援 A 型事業所や就労継続支援

B型事業所といった福祉的就労から一般就労に向けての移行を支援して

いくものです。また、障害者就労施設等からの物品等調達についても取

り組みます。 

⑤ 障がい児支援の 

提供体制の整備 

 専門機関である児童発達支援センターと連携した支援の拡充を検討

するともに保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携し、

乳幼児期から学校卒業まで一貫した支援を身近な場所で提供できる体

制の構築を図ります。 

⑥ 相談支援体制の 

充実・強化 

 障がいの種別や各種ニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援を

実施できる体制の整備を目指します。 

⑦ 障がい福祉サービス

等の質の向上 

 行政職員は障がい者総合支援法に係る制度について十分に理解し、利

用者本人の状況について把握を行いながら、利用者が必要とする障がい

福祉サービス等を受けられる支援体制を整備します。 



 

２ 成果目標の設定   

(1) 施設入所者の地域生活への移行 

本町では地域生活移行として、施設入所者の地域生活への移行及び施設入所

者の削減目標値を下表のとおり設定します。 
 

施設入所者の地域生活への移行及び施設入所者の削減目標 

項   目 数 値 備         考 

入所者数 １６人 令和元年度末の施設入所者数 

【目標値】 

地域生活移行者数 

1 人 

(6.2%) 

令和元年度末の施設入所者のうち、令和５年

度末までに地域生活へ移行する人の目標値 

（国の目標値６％以上） 

【目標値】 

減少見込数 

1 人 

(6.2%) 

令和元年度末の施設入所者のうち、令和５年

度末までの施設入所者数の削減目標値 

（国の目標値 1.6％以上） 

※割合は令和元年度末の施設入所者数で除した値 

 

(2) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

国では、令和５年度における精神病床からの退院後１年以内の地域における

生活日数の平均を 316 日以上、入院３カ月時点の退院率を 86％以上、入院

後１年時点の退院率を 92％としています。 

本町では、当事者の希望や状況を勘案し各関係機関と連携しながら地域で暮

らしていけるよう支援するとともに、地域生活移行支援協議会で近隣市町村

と情報交換や、連携を図り、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム

構築について検討します。 

 

 

 



 

(3) 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

国では、令和５年度末までの間に地域生活支援拠点等を各市町村又は圏域に

少なくとも１つ以上確保することを基本指針としています。 

本町では、利用対象者や地域の状況等を勘案した上で、近隣市町村との圏域

での連携を念頭に、その設置について検討します。 

 

(4) 福祉施設から一般就労への移行等 

本町では、就労移行に係る目標値として、一般就労への移行者数を次の通り

設定します。 

項   目 数値 備         考 

令和元年度移行者数 ０人 令和元年度末の一般就労移行者数 

【目標値】 

一般就労移行者数※ 

1 人 

就労移行支援事業等を通じて、令和５年度末

までに一般就労に移行する方の目標値 

（国の目標値：令和元年の実績の 1.27 倍以上） 

※国では、個別に就労移行支援事業・就労継続支援Ａ型事業・就労継続支援Ｂ型事業につ

いてそれぞれ目標値を定めることとしていますが、本町は上記サービス利用人数が少ない

ため、全サービス利用者のうち一般就労に移行する方の目標値を設定します。 

 

また、障害者就労施設等からの物品調達について、滝上町障がい者優先 

調達推進方針に基づき、以下のとおり目標を設定します。 

項   目 調達数 備         考 

令和元年度調達実績  １ 

滝上町における令和元年度の障害者就労施

設等からの物品調達回数 

【目標値】 

令和５年度物品等調達回数 

１ 

滝上町における障害者就労施設等からの物

品調達を、毎年度一回以上行うとして目標値

を設定 



 

(5) 障がい児支援の提供体制の整備 

国では、令和５年度末までに各市町村又は各圏域に、1 箇所以上の児童発達

支援センターの設置を基本とし、さらに、児童発達支援センターによる保育

所等の訪問支援や、難聴児・重症心身障がい児に対応するための体制を構築

することを基本として目標を設定しています。 

本町においては、児童発達支援センター「西紋こども発達支援センター」を

地域の中核支援機関として位置づけ、必要に応じて難聴児や重症心身障がい

児への支援体制についても各関係機関と連携し検討します。 

また、障がい児の健やかな育成を支援するため、早期から地域で支援できる

よう、本児のライフステージに沿って各関係機関同士で連携を図り、切れ目

の無い一貫した支援を提供できるような体制を構築します。 

 

(6) 相談機能体制の充実・強化 

国では、令和５年度末までに市町村又は各圏域において、障がいの種別や各

種ニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援体制整備や訪問等による専

門的な指導・助言、地域の相談支援事業者の人材育成や地域相談機関との連

携強化の取組を行う体制を強化することとしています。 

本町では、当事者のニーズや個別ケースに応じて、その都度各関係機関等と

連携しながら相談機能体制を強化し、対応していきます。 

     

(7) 障がい福祉サービス等の質の向上 

サービス利用者である障がい者が、真に必要とする障がい福祉サービス等を

利用できるよう、道が実施する障がい福祉サービスに係る研修等に本町職員

が毎年度１名以上参加し、援護者として専門的知見の習得及び制度に対する

理解を深めるよう努めます。 

 

 

 



 

 第４ サービス量の見込量と確保のための方策            

 

１ サービス量の基本的な考え方  

サービスの必要見込量（支給量）は、地域の実情やニーズに基づき、令和元

年度の実績や住民の意見を勘案して設定しました。また、地域の実情に応じ

て障がい者の生活を支えるための体制づくりを推進する「地域生活支援事

業」についても、見込量を設定しています。 
 

２ 介護給付・訓練等給付見込量  

(1) 訪問系サービス  

【サービス見込量】                 （単位：時間／月） 

 令和元年度 3 月実績 令和 3年度末 令和 4年度末 令和 5 年度末 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者包括支援 

１3 ２０ ２０ ２０ 

【サービス量確保のための方策】 

本町の訪問系サービスの利用状況については、居宅介護・行動援護の利用が

主なものとなっています。障がい者が必要なサービスを適切に利用できるよ

う、事業所や相談支援事業所と連携を図り、サービス提供量の維持、確保、

サービスの質の向上に努めます。 

令和元年度末は、新型コロナウィルス流行の影響を受けて利用時間が少なく

なっています。令和３年度以降は、例年どおり支給量が見込まれると予測し

ています。 

(2) 居住系サービス 

【サービス見込量】                 （単位：人／月） 

区  分 令和元年度 3 月実績 
令和３年度

末 

令和４年度

末 

令和５年度

末 

共同生活援助 １２ １３ １３ １３ 

施設入所支援 １６ １６ １６ １６ 

合  計 ２８ ２９ ２９ ２９ 



 

【サービス量確保のための方策】 

 本町には共同生活援助施設はなく、また施設入所支援事業所は滝上リハ 

ビリセンターのみとなっています。他市町村と連携を図り、適切なサービ 

スの支給や施設入所に向けた支援や、サービス利用希望者への情報提供を 

行います。 

 

 (3) 日中活動系サービス 

【サービス全体の利用者見込量】              （単位：人） 

区  分 令和元年度 3 月実績 
令和 3 年度

末 

令和 4 年度

末 

令和 5 年度

末 

療養介護 ２ ３ ３ ３ 

生活介護 ２0 ２４ ２４ ２４ 

自立訓練（機能訓練） ０ ０ ０ ０ 

自立訓練（生活訓練） ０ ０ ０ ０ 

就労移行支援 ０ １ １ １ 

就労継続支援（Ａ型） １ １ １ １ 

就労継続支援（Ｂ型） ６ ６ ６ ６ 

短期入所 ４ ４ ４ ４ 

合  計 ３５ ３９ ３９ ３９ 

【サービスの種類ごとの利用見込量】 

区  分 令和元年度３月実績 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

療養介護（人分） ２ ３ ３ ３ 

生活介護（人日分/月） ４３４ ５２９ ５２９ ５２９ 

自立訓練(機能訓練:人日分/月） ０ ０ ０ ０ 

自立訓練(生活訓練：人日分/月) ０ ０ ０ ０ 

就労移行支援(人日分/月） ０ ２３ ２３ ２３ 

就労継続支援Ａ型(人日分/月） ２０ ２３ ２３ ２３ 

就労継続支援Ｂ型(人日分/月） １１２ １２０ １２０ １２０ 

短期入所（人日分/月） ６９ ８４ ８４ ８４ 

 



 

【サービス量確保のための方策】 

 本町には、就労継続支援等の事業所がありませんが、障がい者就労を積 

極的に進めるため、事業所がある他市町村との連携を図り、サービス提供 

の確保に努めます。 

 

３ 相談支援見込量 

【サービス見込量】                    （単位：人） 

 令和元年度 3 月実績 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

計画相談支援 ２２ ２３ ２３ ２３ 
   

【サービス量確保のための方策】 

  本町には、指定特定相談支援事業所が 1 箇所あり、障がい者やその家族

などが気軽に相談できるよう連携して、相談支援体制の充実・人材育成に努

めます。 

 

４ 障がい児への支援見込量  

【サービス見込量】  

区  分 令和元年度 3 月実績 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 
児童発達支援 

（人日分/月） 
3 １０ １０ １０ 

放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

（人日分/月） 
4 １５ １５ １５ 

保育所等訪問支援 

（人日分/月） 
０ ０ ０ ０ 

障害児相談支援(人) 1 ５ ５ ５ 

 

 

 



 

【サービス量確保のための方策】 

 本町には、障がい児への支援事業所が無いため、西紋こども発達支援セン

ターへ通所しています。今後も当該センターと連携し、障がい児童への支援

体制の充実を図ります。 

５ 地域生活支援事業の見込量  
 

【サービス見込量】                      

事  業  名 令和元年度実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

理解促進研修・啓発事業 

地域で繋げる

障がい者就労

バトン事業 

地域で繋げる

障がい者就労

バトン事業 

地域で繋げる

障がい者就労

バトン事業 

地域で繋げる

障がい者就労

バトン事業 

自発的活動支援事業 

障がい者等 

ふれあい 

サロン 

（年１２回） 

障がい者等 

ふれあい 

サロン 

(年１２回） 

障がい者等 

ふれあい 

サロン 

(年１２回） 

障がい者等 

ふれあい 

サロン 

(年１２回） 

相談支援事業 ― ― ― ― 

成年後見制度利用支援事業 ０人 ３人 ２人 ２人 

成年後見制度法人後見

支援事業 
― ― ― ― 

意思疎通支援事業 ― ― ― ― 

日常生活用具給付等 

事業 

介護・訓練

支援用具 

０件 
 

自立生活 

支援用具 

２件 
 

在宅療養等

支援用具 

０件 
 

情報・意思 

疎通支援用具 

０件 
 

排泄管理 

介護・訓練

支援用具 

1 件 
 

自立生活 

支援用具 

２件 
 

在宅療養等

支援用具 

０件 
 

情報・意思 

疎通支援用具 

０件 
 

排泄管理 

介護・訓練

支援用具 

1 件 
 

自立生活 

支援用具 

２件 
 

在宅療養等

支援用具 

０件 
 

情報・意思 

疎通支援用具 

０件 
 

排泄管理 

介護・訓練

支援用具 

1 件 
 

自立生活 

支援用具 

２件 
 

在宅療養等

支援用具 

０件 
 

情報・意思 

疎通支援用具 

０件 
 

排泄管理 



 

事  業  名 令和元年度実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援用具 

６４件 
 

居宅生活活動

動作補助用具 

１件 

支援用具 

６０件 
 

居宅生活活動

動作補助用具 

1 件 

支援用具 

６０件 
 

居宅生活活動

動作補助用具 

1 件 

支援用具 

６０件 
 

居宅生活活動

動作補助用具 

1 件 

手話奉仕員養成研修 

事業 
― ― ― ― 

移動支援事業 

実利用者数

５人 

延べ利用時間 

２６２時間 

実利用者数

５人 

延べ利用時間 

２７０時間 

実利用者数

５人 

延べ利用時間 

２７０時間 

実利用者数 

５人 

延べ利用時間

２７０時間 

地域活動支援センター

機能強化事業※ 
― ― ― ― 

日中一時支援事業 
実利用者数

１人 

実利用者数

２人 

実利用者数

２人 

実利用者数

２人 

※紋別市「地域活動支援センターつばさの会」へ運営費助成を行っています。 

町内では実施なし。 

 

【サービス量確保のための方策】 

① 理解促進研修・啓発事業については、障がい・就労等に関する研修会の 

開催・各関係機関同士のネットワーク会議・発達支援アドバイザー招聘 

等の事業を実施しています。 

 

② 自発的活動支援事業については、障がい者の生活適応能力の回復及び 

促進、社会性の向上並びに自立を図ることを目的としたサロン事業を実 

施します。 

 

③ 日常生活用具給付事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業、日 

中一時支援事業について、利用者のニーズに対応するため引き続き事業 

の確保に努めます。 

  



 

④ 成年後見制度利用支援事業として、判断能力が十分ではない障がい者の 

保護を図る為、成年後見制度における町長による後見等開始審判請求及 

び、費用負担が困難な者への制度利用に係る費用の助成を行い、障がい 

者の成年後見制度の利用支援を推進します。 

 

⑤ 相談支援事業、成年後見制度法人後見支援事業については、現在実施す 

る予定はありませんが地域ニーズ等に応じてその都度実施を検討します。 

 

⑥ 意思疎通支援事業については、現在本町でのニーズは把握できており 

ませんが、今後支援を必要とする方がいた時に利用できるよう、実施につい

て検討します。また、手話奉仕員養成研修事業については、町社会福祉協議

会やボランティア団体等と連携しながら、地域で手話翻訳の人材育成ができ

るよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 第５ 基本理念に基づく本町の推進施策                

 

１ 令和５年度に向けた基本目標  

本計画の「希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会の実現」

という基本理念に基づき、本計画において、①「希望するすべての障がい者

が地域で暮らせる社会づくり」、②「障がい者本人が希望する暮らしの実現」

を基本目標とし、地域において安心して障がいを持つ方やその家族が暮らす

ことができるよう、当事者のニーズを踏まえた支援体制やサービス基盤整備

を目指し、地域の関係者が連携・協働する「地域づくり」を推進します。 

 

 

 

２ 基本目標達成のための具体的な推進施策  

上記で示した基本目標達成のため、町内の障がい者の困り事の解消やニーズ

に対応できるような具体的な推進施策について示します。 

(1) 障がい者が暮らしやすい地域づくり 

町内の障がい者が暮らしやすい地域を実現するために、生活上の課題として

声が寄せられた、「気軽に困りごとなどを相談できる環境づくり」や「希望

する暮らしを送るための支援」、「障がいについての理解促進」について取

り組みます。 

【「障がい者が暮らしやすい地域づくり」の推進施策】 

    

 

 

 

【「障がい者が暮らしやすい地域づくり」の推進施策】 

令和５年度に向けた基本目標 

①「希望するすべての障がい者が地域で暮らせる社会づくり」 

②「障がい者本人が希望する暮らしの実現」 

 

① 保健福祉課が障害福祉に関する中心的な相談窓口となって支援を行うと 

共に、必要に応じて相談支援事業所等の専門機関等と連携して対応します。 

また、相談応対する職員の専門的知識の習得及び各種制度の理解・把握に 

努めます。 

 

② 障がい者が町内で生活できるよう、障がい者やその家族のニーズの把握に

努め、今後、個別ニーズに対応するため、地域の実情を踏まえながら必要に

応じて専門的な相談窓口の設置について検討を行います。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2) 障がい児が健やかに育つ環境づくり 

障がいを持つ児童が地域で健やかに成長するためには、「児童のライフス 

テージに合わせた切れ目のない支援」や、「障がい特性に応じた早期の支援」

が重要です。 

また、アンケート調査や子育てミーティングにおいて、障がいを持つ児童の

保護者から「保護者同士で悩みごとや困りごとを相談できる機会」や「進学

先でも変わらない支援や次の進学先を見据えた支援」、「町外の高校（紋別

市以外）に通学時の交通手段の確保」、「保護者がいつでも気軽に悩みや支

援等に関する相談ができる場所」などが求められており、これらのニーズへ

の対応について地域の状況を踏まえながら検討を行う必要があります。 

 

 

 

③ 民生児童委員や指定相談支援事業所と連携し、地域の障がい者やその家族

からの相談に対応します。 
 

④ 町内回覧・ホームページ等を活用した情報発信、「地域で繋げる障がい者

就労バトン事業」での展示やセミナー等を通じて町民の障がいに関する理解

促進を図り、誰もが地域の一員として共に支え合う地域づくりに取り組みま

す。 
 

⑤ 障がい者虐待防止法や障がい者差別解消法などに基づく制度や、ヘルプマ 

ークやヘルプカードについて、普及・啓発活動を図ることで障がい者への 

配慮を促します。 
 

⑥ 互助による地域づくり・支援体制づくりを推進するため、町民のインフォ 

ーマルサポートへの理解促進のための取組みを推進します。 
 

⑦ 民生委員・児童委員や社会福祉協議会等の関係機関と連携しながら、町内

におけるひきこもりの方の把握に努め、必要に応じて相談の受付や訪問等の

支援を行います。 



 

【「障がい児が健やかに育つ環境づくり」の推進施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 障がい者が安心して就労できるまちづくり 

障がい者が安心して自立した生活を送るためには、就労も重要な課題となり

ます。本町には福祉的就労の場が無く、また、障がい者雇用に関する理解や

取組みが十分に進んでいないという課題が従来からあります。 

また、アンケート調査の結果では、障がい者の就労に関して、「規則的な時

間・内容の仕事で、安定した収入が得られる仕事」や「十分な指導受けられ、

就労体験ができる場」、「自分に合った内容の仕事をしながら困り事を相談

できる職場」などが求められています。 

【「障がい者が安心して就労できるまちづくり」の推進施策】 

    

 

 

 

 

 

① 地域で繋げる障がい者就労バトン事業により、保健・保育・教育・福祉等 

の関係機関の連携強化や学校間の引継ぎ体制の整備に取り組み、町内にお 

いて切れ目の無い障がい児支援を提供できる体制整備を推進します。また、 

児童の成長に合わせた適切な支援を行えるよう、支援者に対する研修も実 

施します。 
 

② 発達の遅れや障がいのある子どもが適切な支援を受けられるよう、母子保 

健サービスや子育て支援等による相談支援を実施し、より専門的な支援が 

必要な場合は、児童相談所や西紋こども発達支援センター等の専門機関に 

よる支援へ繋ぎます。 
 

③ 子育て世代包括支援センターを中心として、一元的に子育てに関する相談 

支援を行います。 
 

④ ペアレントメンターを招聘し、悩みや困り事を保護者間で共有する場を設

けます。 

① 町内企業の障がい者雇用に対する理解が深まるよう、障がい者就労につ

いての研修会を実施します。 
 

② 障がい者の社会性の向上や自立を図るため、ふれあいサロンで地域住民

と交流をしながら軽作業等を行う事で、社会参加の場と作業体験の機会づく

りを図ります。 



 

【「障がい者が安心して就労できるまちづくり」の推進施策】 

 

 

 

 

 

 (4)  障がい者（児）の支援事業（町独自事業） 

障がい者（児）の地域における生活等を支援するため、本町の障がい福祉施

策として各種事業を実施し、障がい者福祉の向上を推進します。 
 

【障がい者の支援事業】 

事業名 事業内容 対象 

ハイヤー乗車

料金助成事業 

対象となる障がい者に、ハイヤ

ーの基本料金相当額を次の区

分により支給する。 

(1)市街地：月１回分 

(2)市街地以外：月２回分 

(1)身体障害者手帳の交付を受け 

た者であって、次のア、イのいず

れかに該当する者 

ア.障害の等級が1級及び2級の者 

イ.視覚、下肢及び体幹障害の等級

が3級の者 

(2)療育手帳の交付を受けた者 

(3)精神障害者保健福祉手帳の交 

付を受けた障害等級1級の者 

バス無料乗車

証交付事業 

対象となる障がい者に、町内を

運行する路線バスの町内運行

区間で利用できる無料乗車証

を交付する。 

(1)身体障害者手帳の交付を受け 

た者であって、次のア、イのいず

れかに該当する者 

ア.障害の等級が1級及び2級の者 

イ.視覚、下肢及び体幹障害の等級

が3級の者 

(2)療育手帳の交付を受けた者 

(3)精神障害者保健福祉手帳の交 

付を受けた障害等級1級の者 

③ 町外の就労支援事業所等に通所する障がい者やその家族の負担を軽減す

るために、交通費の補助を行います。 
 

④ 就労している障がい者の相談を受け付け、必要に応じて障がい者就業・

生活支援センター等の専門機関に繋げます。 
 

⑤ 障がい者が町内で就労して生活できる地域の在り方について、地域の実

情を踏まえながら模索していきます。 



 

事業名 事業内容 対象 

在宅生活支援

事業 

定期的な訪問サービスが必要

な障がい者のいる世帯等を対

象に訪問し、次のサービスを実

施する。 

ア．会話を通じて健康状態等を

確認 

イ.防犯、火気、ガス等の安全 

確認 

定期的な訪問が必要と認められ

る障がい者のいる世帯 

人工透析通院

困難患者移動

支援事業 

町外の医療機関で人工透析を

受ける要介護認定者が、介護 

保険タクシーや家族等の送迎

による移動手段を確保できな

い場合に、通院に要するハイヤ

ー乗車料金の一部を助成する。 

身体障害者手帳を取得し人工透

析を受ける要介護認定者 

地域支え合い

除雪費助成事

業 

高齢者及び障がい者で自力で

の除雪が困難で、かつ、親族(三

親等内に限る)から労力による

援助又は経済的な援助が受け

られない世帯に対し、住居等の

除雪に要する費用について、一

世帯当たり助成対象費用の２

分の１（２万円を上限）を助成

する。 

(1)身体障害者手帳1級又は2級の 

交付を受けた者のいる世帯 

(2)身体障害者手帳の視覚、上肢、 

下肢及び体幹機能障害で3級の 

交付を受けた者のいる世帯 

(3)療育手帳の交付を受けた者の 

いる世帯 

(4)精神障害者保健福祉手帳の交 

付を受けた者のいる世帯 

※施設入所者及び長期入院者(概

ね6箇月以上)のみの世帯は除く 

緊急通報シス

テム運用事業 

在宅の一人暮らし障がい者等

に急病や事故等の緊急事態が

発生した際、電話回線を通じて

協力員に連絡し、迅速に対応す

るための緊急通報システムを

利用申請者の自宅に設置する。 

ひとり暮らしの身体障害者で、 

緊急時における行動が困難な者 



 

事業名 事業内容 対象 

自動車改造費

助成事業 

身体障がい者が自立更正を目

的に自動車を改造する場合、自

動車の操向装置及び駆動装置

等の改造に要する経費に対し

て助成する。 

身体障害者手帳の交付を受け、障

がいの程度が1級又は2級の肢体

不自由者であって、自立更正を目

的に、自らが所有し運転する自動

車の操向装置及び駆動装置等の

一部を改造する必要がある者 

 

【障がい児の支援事業】 

事業名 事業内容 対象 

ことばの遅

れを有する

児童等矯正

通所費補助 

ことばの遅れのある子どもの

健全な育成と福祉向上を目的

として、ことばの遅れの矯正

のために施設へ通所した際の

交通費の一部を補助する。 

施設に通所する乳幼児期から学

童期のことばの遅れを有する児

童等及び付添のために同行した

その保護者 

軽度・中等度

難聴児補聴

器購入費等

助成事業 

聴覚障害による身体障害者手

帳の交付の対象とならない軽

度・中等度の難聴児の福祉向

上を図ることを目的として、

難聴児の補聴器の購入又は修

理に係る費用の一部を助成す

る。 

次のすべてに該当する難聴児 

(1)両耳の聴力レベルが 30 デシ

ベル以上で、身体障害者手帳の

交付対象外である 

(2)中耳炎等の急性疾患による一

時的な聴力低下ではなく、治療

による聴力の回復が見込めない 

(3)補聴器の装用により、言語の

習得等一定の効果が期待できる

と医師が判断する 

 

 (5) 地域の障がい福祉人材の確保 

近年、国内における少子化や経済状況等の社会情勢の影響により、介護福祉

人材の不足が問題化しています。 

本町においても障害福祉サービス提供の担い手となる介護福祉人材の確保は、

地域におけるサービス提供基盤の整備として非常に重要であると同時に喫緊

の課題となっています。 

 



 

【「地域の障がい福祉人材の確保」の推進施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「滝上町福祉人材確保修学支援事業」により、介護福祉人材の確保を目

的とした修学資金貸付事業を実施する町内の障害者支援施設に対し、事業

に要する経費の一部を補助します。 
 

②「外国人介護福祉人材育成支援事業」により、町内の障害者支援施設に

おける外国人介護福祉人材の確保を支援します。 


